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「防災気象情報の伝え方に関する検討会」 
の今年度の開催について 

 

 

 

気象庁は「平成 30 年７月豪雨」を受け、昨年度、避難等の防災行動に役立つ

ための防災気象情報の伝え方について、有識者による検討を行い、改善に向け

た具体策をとりまとめました。 

今年度は、昨年度とりまとめた改善策に沿った取組についてのフォローアッ

プを実施するとともに、台風第 19 号等の災害を踏まえた更なる改善策について

中長期的な視点も踏まえ検討します。 

本検討会の検討事項及びメンバー構成等については、別紙のとおりです。 

なお、今年度の初回は令和 2 年 1 月 14 日（火）の開催を予定していますが、

詳細については追ってお知らせいたします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

気象庁は、昨年度に引き続き「防災気象情報の伝え方に関する検討会」

を開催し、昨年度とりまとめた改善策に沿った取組についてのフォロー

アップを実施するとともに、台風第 19 号等の災害を踏まえた更なる改

善策について中長期的な視点も踏まえ検討します。 

問合せ先：予報部  業務課 高木、山本、蒔田 

電話 03-3212-8341（内線 3115、3119、3120） FAX 03-3284-0180 



＜検討事項(案)＞ ※下線部は今出水期の災害を受けた新たな検討事項
１．危機感を効果的に伝えていく
○ 大雨特別警報解除後の洪水への注意喚起のあり方について
○ 市町村の防災気象情報等に対する一層の理解促進
○ 住民の防災気象情報等に対する一層の理解促進
○ 記者会見やホームページ、SNSの活用等、広報のあり方の改善

２．防災気象情報を使いやすくする
○ 「危険度分布」における湛水型内水氾濫の危険度表示の改善について
○ 「危険度分布」の高解像度化やハザードマップとの重ね合わせについて
○ 「危険度分布」の希望者向け通知サービスの開始について
○ 「危険度分布」等の精度検証や発表基準の改善とその周知

３．防災情報を分かりやすくシンプルに伝えていく
○ ５段階の警戒レベルと防災気象情報について

４．大雨特別警報への理解促進等
○ 大雨特別警報の記者会見等での発表可能性への言及
○ 大雨特別警報の新たな基準値の設定について

＜今後のスケジュール＞
今後、検討会を年度末にかけて開催するとともに、国土交通省水管理・国土保全局と当庁とで進めている「河川・気象情報の改善に
関する検証チーム」とも連携しながら、更なる改善策について議論し、３月末までに結果をとりまとめ。

○ 「平成30年７月豪雨」を受け、昨年度、避難等の防災行動に役立つための防災気象情報の伝え方について、
有識者による検討を行い、改善に向けた具体策をとりまとめた。

○ 今年度は、昨年度とりまとめた改善策に沿った取組についてのフォローアップを実施するとともに、台風第19号等の
災害を踏まえた更なる改善策について中長期的な視点も踏まえ検討する。
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